
































































































































































成人を対象 とした学校施設の開放 を行 う場合、その運営は各団体の代表な どの地域住民と学校関係者に
よって組織 される運営委員会が担 うことが一般的に有効 であ り、またその活動が学校開放事業の善 し悪 し
を決めていく鍵 となるとい う指摘がある(森川1987、三浦1993ほか)。大橋(2001)は、学校教育 と社会教
育の協働 において、「異質な集 団間の関係性に変化を与え、有機的なつなが りを構築す るよ うにキーパー
ソンが有効に機能す ることが重要であ り、同時に協働関係 の拠点が存在す ることの重要性」(大橋2001、
57頁)を指摘 している。大橋はキーパー ソンとして、公民分館活動の中心的存在である公民分館役員が 「「公」
と 「民」ふたつの顔 を使 い分け、両者の立場 を理解 しなが ら行政や地域住民 との架 け橋」 となったとい う
事例 を取 り上げている(同上55頁)。 また宮村(2001)は余裕教室を取 り上げた研究において、学校と地域
間 との連携 をコーディネー トする機 能の うち、「調整者」の役割 を重視 している。 「このよ うな役割 を果 た
しうる人材には、学校が位置する地域の状況や事情に精通 し、 さらには学校教育現場にも強い関わ りを有
していることが絶対条件 にな る」(宮村200121頁)と している。宮村は、その他学校教育内容への貢
献や活動時間の確保 などを鑑み、学校教員 もしくは退職教員がコーディネー ター的存在 となるのが望ま し
い としている。また大橋(2001)も、キーパー ソンが不足もしくは機能 していないとい うことを課題 とし、
「地域担当 といったかたちで学校 と地域のパイ プ役を校務分掌に位置づけることが有効で あろ う」(大橋
2001、56頁)と、学校教員がキーパー ソンになることを解決法 として提示 している。 さらに学校教育 と社
会教育の協働を考 えるとき、「社会教育がイニシアテ ィブを取 ることによって学校教育が消極的になるケー
スは多 く、学校の〈外〉か らの呼びかけでは協働関係が成立 しない」(同上57頁)と まとめている。 しか
し、上杉(1997)は学校教員が安易に社会教育主事や公民館主事ゐ職務を担 うには知識や経験 が十分 とは
いえず、また社会教育とい う自主的な活動がなされ る場 においては 「住民による運営が前提」(同上57頁)
であると述べている。学校施設 を利用 した教育活動を行な う上で、学校教員の協力や主体的な参加は必要


















教室」を事例 として取 り上げる。 これらは平成14(2002)年10月か ら平成17(2005)年3月にかけて筆者
自身が大阪市立総合生涯学習センタ弘において識字推進事業の担 当職員 として関わった事業である。退職

























推進課推進係(平 成17年 度 より地域支援係)に 移 り、市民が 日常的に学習活動に利用す る施設に窓 口が置
かれることにより、いっそ う地域にねついた活動 となることがめざされている。実施 にあた っては、市民
ボランティアである生涯学習推進員をは じめとす る地域の人々によるルーム運営委員会を組織 し、その主
体的な運営によ り、講座 ・講習会な ど生涯学習機会の提供 として行われる大阪市の主催事業 と、主催事業











ルーム事業では運営組織 として、当初 より各校 ごとにPTAや 社会福祉協議会、老人会な ど幅広い校 区
地域団体の代表おおむね15人 の運営委員によ り構成 された運営委員会 の設置を義務づ けている。 しかし、、
メンバー全員が他の団体活動に活動の基礎 を置いているような運営委員会では日々の管理運営 は困難であ
り、事業の改善が図 られ る中で 「ルーム5)が地域 の学習セ ンター として定着す るためにはルームでの活
動全体を把握 し、講座やグループ活動へ助言や情報の提供 と交流の援助に関することなど、ルームに集 う
人々の よき相談役 ・校 区の生涯学習推進 のリーダーが求め られる」(大阪市教育委員会報告書1992)との
指摘があ り、これ を受けて平成5(1993)年度 より 「生涯学習推進員養成講座」が開始 された。
生涯学習推進員(以 下推進員)は 、養成講座修了後 に大阪市 より委嘱される市民ボランテ ィアであ り、大
阪市全体では平成18(2006)年4月現在1,077人が活動 し、ルーム運営委員会では中心的な役割 を担って
いる。養成講座はおおむね年度の後半}こ月2回 程度のペースで実施 され、大阪市の生涯学習施策、「地域」
の とらえ方な どの理念 と、講座 の企画 ・運営のポイン トや先輩推進員 との交流などの実践を含む内容で構
成 されている6》。 この推進員制度 の特徴 は、ボランテ ィアではあるが、自発的 に手を挙げた人が誰でもな
れるのではない とい うことである。養成講座を受けるためには、ルーム運営委員会か らの推薦(平 成16年
度以前には、未開設校については学校か らの推薦)が 必要 となる。 これはルーム運営委員 としての活動 に
よって、学校 と地域のパイプ役を果たせ る人材 であることが条件 となるか らである。また、委嘱期間は3
年であるが、3年 目には3年 次研修 を受講す ることによ り、再委嘱をすることができる。 このことによ り、
人材が入れ替わ り、多 くの人が推進員 として活動できることと、地域 と学校 を良く知る人がある程度長 く




































































































































































































































































































































































































































































































阪計画において も、ルーム事業は、住民の学習ニーズに関す る調査結果か らも地域の生涯学習施設 として
の役割が評価 され、まちづ くりの拠点 としての さらなる役割が期待 されている事業である。 しか し、様々
な課題 も現実的に残されている。
3.5.1実施状況のば らっき
ルーム事業の目的の一っである 「地域 コミュニティづ くり」をどのように進 めてい くのかとい うことは、
開放スペースに関わる学校 と地域に委ね られている。平成16年度のル ーム事業実施報告書を見 ると、各
小学校 に設置 されている開放 スペースにお いて実施 され た講座が年間2講 座の主催講座 のみであった り、
運営に関わる推進員の数 も小学校 によって1～9名 であったり、とかな り差があることがわかる。それぞ
れの小学校や推進員の事情 によって、できる取 り組みか らはじめていけばいい とい う考え方 もあるが、 自
主的な活動 を支援するとい う社会教育の 目的を果す為 にも、なぜ 自主事業 の開設に至 らなかったのか、な
ぜ推進員が1名 に留まっているのか とい うことを教育委員会 として把握 し、必要に応 じて助言す る必要も
あるのではないだろ うか。また、交流教室 に関 しては 「地域課題 との出会い」か ら次の着地点が明確にさ
れていない。 「地域識字 ・日本語交流教室」の 目的は一義的には文字のよみかきや 日本語ができず生活に
不 自由を感 じている人への学習支援である。 しか し、交流教室もルー ム事業 として位置づけられている以
上、「地域 コミュニティづ くり」 も目的 として留意 し、活動 を広 げる必要があるだろ う。また行政 内部で
の位置づけとして、同和行政 として行われてきた背景 を持つ識字推進事業 と、生涯学習ルーム事業の共催




















































2)平成11年度生涯学習に関する大阪市教育委員会 と大阪大学 との共同研究報告書 「学校教育と社会教育を結ん
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